







































































































































































































































































































































































































































































































































































































　    調査項目　「帰国転入にあたって不安なこと」
 　　　　　　　「帰国転入にあたって希望するこ　
　　　　　　　と」
　    調査時期　2010年3月




















































































































































教育コーディネーターであった。       
　帰国がきまり、Ｃ児保護者から国内転入先を相談
されたＡ日本人学校スクールカウンセラーは、C児
の特性や保護者の勤務等を考慮し数校を挙げた。
　その一校であるB校にＣ児と保護者が参観にくる
ことが決まったとき、スクールカウンセラーから筆
者に連絡があった。
　その後の経過を記す。
①副校長、筆者およびもう一人のコーディネーター
の計３人が見学の窓口になった。
　ここでは、とにかくありのままを観てもらうこと
とし、また説明の時には、単学級であること、個別
の配慮を必要とする児童が在籍していることもプラ
イバシーに配慮して副校長が話すことにした。
②スクールカウンセラーが筆者を紹介してあったの
で、この学校におけるキーパーソンと成るべく、細
部に渡る質問もしやすいような温かく親和的な雰囲
気を作るよう心がけた。
③転入が決定した時点で、保護者の許可を得て、他
のコーディネーターと共にＣ児の特性、必要とされ
るサポートの概要などを管理職に情報提供した。
④学校生活が始まってからは、担任と情報共有を行
ったり、相談にのったりした。また必要に応じて、
Ａ日本人学校のスクールカウンセラーと連絡をとっ
た。
⑤入学３ヶ月後の夏休みにＡ日本人学校スクールカ
ウンセラー、Ｃ児をよく知る心理士と担任、Ｃ児保
護者、筆者が参加する懇談会を計画した。
⑥Ｃ児の在籍する学級の、他の児童への支援も必要
である。疑問や不満を担任以外にも受け止める者が
いることで、Ｃ児への理解や寛容さが育ったように
思う。
⑦Ｂ校には放課後の遊び場施設もあり、Ｃ児は好ん
で参加した。この施設との連携を図った。
4.　考察
　以上の結果と効果を上げている事例を参考に、国
内へのスムーズな転入のためのサポートについて、
次のように提案する。
（１）転入学校の決定までのサポート
①保護者の帰国辞令から帰国までは間がなく、子ど
もと本人と保護者が多くの候補校に一から足を運ん
で学校を決めることは難しい。そこで、条件にあっ
た国内の学校情報をある程度絞って提供できるよ
う、日本人学校に事務担当とは別に帰国サポート担
当を設置する。
　そこでは、スクールカウンセラーも関わり、専門
的な知見を加味した情報提供を行う。そこでのキー
パーソンとなるスクールカウンセラーについては、
それまでの国内での活動を生かし幅広い情報を得ら
れるようさらに国内との連携に努める。
　広く有効な情報を得るための一例として関連学会
等のメーリングリストの活用がある。
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（２）転入学校の受け入れ体制のサポート
①引き継ぎ資料の作成
　児童生徒本人、保護者との了解を得た上で、具体
的な引き継ぎ資料を日本人学校スクールカウンセラ
ーが作成する。
　担任はじめ関係者から情報を集め、児童生徒本人
の特性（対人関係、学習等）のほかに、環境の違い
がストレスになっている事例もあり、日本人学校の
環境や教育活動の特徴などの記載も必要である。
　効果のあった事例に、「友達と仲良くなれるきっ
かけのヒント」として本児のよいところを具体的に
挙げた資料があった。早速それを使った担任から
「普段は無口な本児がサッカーのキックについては
何度も友達に丁寧に教える姿を見て、女子も一目置
くようになった」と聞いた。
②転入学校のキーパーソンの設定
　転校前に、Ａ日本人学校のスクールカウンセラー
と転入先のＢ校のコーディネーターの間で本児の特
徴的なことがらについて話ができていたことがスム
ーズな転入に役立った。
　転入学校の担当は、事務担当とは別に障害に対す
る専門性を持つ人材が望ましい。
（３）転入後の学校生活への支援
①日本人学校スクールカウンセラーの訪問
　転入早期に転入学校を訪問し、当該児童の授業・
生活等の参観と担任・特別支援コーディネーター等
と話し合いの機会を持った。　
　これは、指導法に悩んでいた担任にもとても好評
で歓迎された。
②複数のキーパーソンを置く
　転入後のキーパーソンは、担任、日本人学校と連
携を図る担当者（スクールカウンセラーなど）であ
る。
　しかし、そのほかにＡ日本人学校の実践で挙げた
DS的な存在も大きい。Ｃ児の転入の事例で有効だ
った例には校内の放課後遊び場施設指導員がいる。
この指導員は、これまでの注意の仕方ではＣ児に受
け入れて貰えないと試行錯誤を重ね、本児にあう対
応を編み出した。これは遊びの中で個別に関われる
立場を利用したキーパーソンである。
③専門機関との連携
ⅰ　国立特別支援教育総合研究所「発達障害教育情
報センター」では、海外渡航者・日本人学校関係者
への支援情報の提供を行っている。
ⅱ　社団法人神奈川ＬＤ協会では「海外日本人学校
支援事業」として・児童生徒、保護者、学校職員の
相談、一時帰国時の児童生徒保護者への相談、情報
提供、帰国後の転入先学校との連携等と、そのため
の日本人学校への人材派遣も企画していたが現在は
休止中である。
  
5.　今後の課題
（１）調査地域を広げ、さまざまな教育的ニーズを
把握しサポート方法を考える必要がある。
（２）本稿ではスクールカウンセラーが配置されて
いる日本人学校を取り上げたが、すべての日本人学
校でこのようなスクールカウンセラーが配置される
ことが急務である。
　また、国内の小学校にもスクールカウンセラーの
常駐が望まれる。
（３）回答にあった不安で多いのは、いじめはない
か、受け入れて貰えるかという人間関係である。こ
れは海外からの転入に限らず校内のクラス替えでも
聞かれる不安である。
　児童生徒それぞれに一人一人の違いを認め受け入
れあえる心を育てる教育、学級経営についてはこれ
からも充実を図っていく必要がある。
　併せて担任はじめ児童生徒に関わる全教職員の児
童理解研修の必要性も改めて挙げておく。
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